
 

 

 

 

 

 

 

 

   ○相談項目と内容 

相談室名 相談内容 開催日 相談員  

■税務･会計 
記帳､決算､消費税等の申告 

法人成り、相続、贈与など税金問題 

インボイス制度、電子帳簿保存法 

毎月第 2 木曜日 

（2 月のみ 2回開催） 

10:00～16:00（予約制） 

東海税理士会小牧支部

    所属税理士 

 

 

 

■日本公庫 
政府系金融機関からの運転資金・ 

設備資金の借入 

毎週水曜日 

10:00～12:00 

㈱日本政策金融公庫 

  国民生活事業 

 

 

 

■信用保証 融資での愛知県信用保証協会の活用 

毎月第4水曜日 

10:00～12:00（予約制） 
（前日17時までに予約がない

場合は開催しません） 

愛知県信用保証協会 

 

 

 

 

■補 助 金 
事業再構築・ものづくり・事業承継 

など各補助金活用相談 
随 時（予約制） 中小企業診断士 

 

 

 

■社会保険労務士 

社会保険、労働保険の実務相談 

助成金等各種申請書類等の相談 

就業規則、雇用契約等の作成・改定 

              etc 

随 時（予約制） 
愛知県社会保険労務士会

名古屋北支部所属社労士 

 

 

 

 

■法  律 
債権回収、交通事故、相続問題、 

その他法律問題（2回目以降有料） 
随 時（予約制） 

愛知県弁護士会 

    所属弁護士 

 

 

 

■特  許 
特許・実用新案・意匠・商標の出願、

アイディアの実用化等 
随 時（予約制） 弁理士 松波 祥文 

 

 

 

 

  ○下記の相談内容については、連携機関にご紹介いたします。 

相談室名 相談内容 紹介先  

取引のマッチング 

 ・トラブル相談 
受発注企業の紹介・あっせん、下請トラブル相談 

(公財)あいち産業振興機構 

 
 
 

ISO等の認証取得 ISO・ISMS・JISQ等に係る相談 
 

 

IT活用 
SNSやホームページ等を活用した広告宣伝や業務 

の効率化等、情報化に関する相談 

 

 

国際ビジネス支援 海外展開に関する諸問題、関連情報 
 

 

事業承継支援 事業承継診断、経営改善、経営者保証解除等 
愛知県事業承継・引継ぎ 

      支援センター 

 

 

あいち省エネ 設備の運用改善による省エネ指導 (一財)省エネルギーセンター 
 

 

ＥＡ21環境経営 
エコアクション 21 経営環境システムの認証・ 

登録・導入相談 
EA21地域事務局あいち 

 

 

働き方改革 
就業規則や賃金規定の見直し、労働関係助成金の 

活用等 
愛知働き方改革推進支援センター 

 

 

 

        
        

 経営上の悩み､トラブル 専門家がサポート！ 

 ２０２２年度 相談室のご案内  
 

  相 談 無 料 ・ 秘 密 厳 守 

 

2022年 4月 1日版 



※開催日は都合により変更する場合があります。 

 

税務・会計（原則毎月第2木曜日）10:00～16:00（予約制） 

２０２２年 ２０２３年 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

１４ １２ ９ １４ １０ ８ １３ １０ 8 １２ ９ ２２ ９ 

 ※２月のみ２回開催します。 

 ※第２木曜が祝日の場合はその前日に開催します。 

 

日本公庫（毎週水曜日）10:00～12:00 

２０２２年 ２０２３年 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

６  １ ６ ３ ７ ５ ２ ７  １ １ 

１３ １１ ８ １３ １０ １４ １２ ９ １４ １１ ８ ８ 

２０ １８ １５ 2０ １７ ２１ １９ １６ ２１ １８ １５ １５ 

２７ ２５ *2２ ２７ ２４ ２８ ２６ *2２ ２７ ２５ ２２ ２２ 

  ２９  ３１   ３０    ２９ 

 ※６月２２日は夏季融資相談会、１１月２２日は年末融資相談会として開催します。 

 ※年末年始休業に伴い、「１２月２８日→１２月２７日」「１月４日→開催なし」に変更します。 

 

信用保証（第４水曜日）10:00～12:00（完全予約制） 

２０２２年 ２０２３年 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

２７ ２５ *2２ ２７ ２４ ２８ ２６ *2２ ２７ ２５ ２２ ２２ 

 ※６月２２日は夏季融資相談会、１１月２２日は年末融資相談会として開催します。 

 ※年末年始休業に伴い、「１２月２８日→１２月２７日」に変更します。 

 ※前日１７時までに予約がない場合は開催しません。 

 

             ＜各種相談室へのお問い合わせ＞ 

              小牧商工会議所 中小企業相談所 

               〒485-8552 小牧市小牧五丁目２５３ 

                                tel.0568-72-1111 fax.0568-76-2581 

                                e-mail info@komaki-cci.or.jp 
 
 

 

 

 

★★★２０２２年度 相談室開催日のご案内★★★ 

小牧商工会議所中小企業相談所は､国の中小企業施策

の一つである「経営改善普及事業」を推進し､中小商工

業者､とりわけ小規模事業者の方々を対象に、経営を取

り巻く様々な諸問題についてご相談に応じています。

是非、ご利用ください。 

がんばる経営 応援します！ 

 



 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インボイス制度開始によって変わること 
令和5年10月1日より適格請求書等保存方式（いわゆるインボイス制度）が導入されます。 

インボイスは売手が買手に対して、正確な適正税率や消費税額を伝える請求書です。 

導入後は、消費税を納める事業所や個人事業主はもちろん、免税事業者にも影響があります。 

【請求書の様式】        【免税事業者との取引に影響？】 

 従来の請求書に3項目が追加     課税事業者との取引のみ仕入税額控除が該当 

                                                                ※「課税売上に係る消費税額」から「課税 

                                                                  仕入等に係る消費税額」を差し引くこと 

                       ①インボイス 

                           登録番号 

 

 

 

 

                         ②適用税率 

 
 

   ③適用税率ごとの消費税の合計 

 

 

 

 

費用が抑えられる取引先に 

依頼したいなぁ 

電子帳簿保存法施行によって変わること 
電子帳簿保存法とは、紙による保存が義務付けられている 

帳簿書類について、一定の要件を満たした上で電子データ 

による保存を可能とすること、及び電子的に授受した取引 

情報の保存義務等を定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電子取引は全事業者に関係

があります 

 改正後の電子帳簿保存法では

『電子取引を行った際、必ず電

子データのまま保存する』のが 

事業者の義務です。[紙]による

保存は認められなくなります。

守れなかった場合、青色申告の 

承認の取消対象となり得ます。

 対応としてタイムスタンプの

導入やデータの訂正・削除記録

が残るシステムの導入、【訂正削

除防止に関する事務処理規定】

の整備を行う必要があります。 

「税務・会計相談室」では、一般的な税務に対する相談はもちろん、 

以下のような法制度対応についても相談できます。ぜひご活用ください。 

発注事業者 

小牧市・伴走型専門家派遣事業 



 「補助金相談室」では、ウィズコロナ・アフターコロナの経営環境の

変化に対応すべく、経営計画見直しや事業計画策定等について、中小企業診断

士に相談をすることができます。ぜひお気軽にご活用ください。 

 

 

ご相談可能な主な補助金 

※ 更新される場合がございますので、必ず最新の情報をご確認ください。 

◆◇ 事業再構築補助金 ◆◇ 

https://jigyou-saikouchiku.go.jp/ 

中小・中堅企業が「新分野展開」「事業転換」「業種転換」「業態転換」「事業再編」など

思い切った事業再構築を行う試みを支援 

補助額（中小企業） 

 補助率 ２／３補助（6,000万円超は1/2） 

 補助額 下限100万円～上限8,000万円（卒業枠／上限1億円） 

◆◇ ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 ◆◇ 

https://portal.monodukuri-hojo.jp/ 

自社の生産性や利益・価値を向上させる「新商品」「新サービス」「新たな生産方式」 

「新たな提供方式」を開発・導入する設備投資等を支援 

補助額（従業員 規模により異なる） 

 補助率 １／２～２／３ 

 補助額 上限750万円～1,500万円 

◆◇ 事業承継・引継ぎ補助金 ◆◇ 

https://jsh.go.jp/ 

中小企業が事業承継やM＆Aをきっかけに、新しい商品開発や顧客開拓といった経営革新

へのチャレンジ、M＆Aによる経営資源の引継ぎを行う取り組みを支援 

補助額（従業員 規模により異なる） 

 補助率 １／２～２／３ 

 補助額 上限150万円～600万円 

 


